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残貸付債権の状況等に係る報告書（別紙様式 23） 作成の手引き 

2019.12 更新 

提出部数 ： １部  該当のない場合も 3 ページ全て提出。 

提 出 先 ： 東京都 産業労働局 金融部 貸金業対策課（163-8001 東京都新宿区西新宿 2-8-1 東京都庁第一本庁舎 19 階） 

提出期限 ： 同封の通知文『「残貸付債権の状況等に係る報告書」の提出について』（4 提出期限）を参照 

その他詳細については同封の通知文を必ずお読みいただき、内容をご確認ください。 

 残貸付債権の状況により報告書の記載方法が異なります。以下の項目をご確認いただき、相応する報告書・書類の準備をお願いいたします。 

 ① 基準日（登録有効期間満了の日）時点で残貸付債権が ない とき  
 

 同封の別紙様式 23「残貸付債権の状況等に係る報告書」に 

 以下のとおり記載のうえご提出ください。 

○ 「1.残貸付債権の状況及び債権回収方針」の「○年○月○日現在」の欄に 

 基準日を記入し、残高に「なし」と記入して下さい。 

○ 債権譲渡により全ての残債が結了した場合 

 「2.債権譲渡の状況」の「譲渡済」の欄に必要事項を記載※し、 

 「5.添付書類」で求める(1)および(3)を添付して下さい。 

○ 「4.帳簿及び個人情報の取扱い」は記載必須※です。 

○ 該当のない場合も様式すべて（3 ページ）を提出して下さい。 

 ※ 記載の必要な個所については次ページ以降の記載例をご参照ください。 

 ② 基準日（登録有効期間満了の日）時点で残貸付債権が ある とき  
 

 次ページ以降の記載例をご参照いただき、同封の別紙様式 23「残貸付

債権の状況等に係る報告書」に記載のうえご提出ください。 

 

 本報告により残貸付債権が確認された場合には、同封の通知に記載の

とおり、貸付の契約に基づく取引の全てが結了するまでは毎事業年度にお

ける「残貸付債権の状況等に係る報告書」をご提出いただくことになります

（通知は別途送付します）。 

 ③ 連絡先等が登録時の内容と異なるとき  
 

「住所」・「電話番号」・「商号または名称」※・「代表者」※・「決算期」のいずれかに変更がある場合は書面（任意様式）による報告が必要です。 

抹消時の登録番号、住所、商号または名称、代表者氏名をご記載のうえ、変更年月日、変更事項（変更前・変更後を併記）を明記し、 

代表者印（報告書と同じもの）を押印して下さい。 

 ※ 法人における代表者及び商号の変更につきましては、当該変更後の内容の記載のある商業登記簿謄（抄）本（履歴事項全部事項証明書等）の 

   添付をお願いします。 
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別紙様式 23 

令和 ２年 １月 ９日 

東京都知事  殿 
※登録されていた情報との照合の関係上、登録抹消時点の登録番号を記載してください。  

【登録抹消時の登録番号 ： 東京都知事（ ２ ）第９９９９９号】 

（郵便番号  １６３－８００１ ） 

届出者 住   所 

       東京都新宿区西新宿２－８－１ 

  電話番号  ０３ （ ５３２０ ） ４７７４ 

 

商   号   株式会社○×商事 

又は名称 

 

氏   名   代表取締役   東京 太郎 ㊞ 
 （法人にあっては、代表者の氏名） 

 

  法定代理人 

  氏名、商号 ㊞ 

  又は名称 
 

（注） 連絡先、商号又は名称及び氏名に変更があった場合は、 

   東京都にその旨連絡願います。 

 

残貸付債権の状況等に係る報告書 
 

 残貸付債権の状況等について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１．残貸付債権の状況及び債権回収方針 

（令和 元年 12月 28日現在） 

 残貸付債権 債務者数 

合      計   １５４，２００ 千円 １４ 人 

（債権回収方針） うち施行令第１条の２第６号該当 ☆ ４５，０００ 千円 １ 人 

 自主回収（予定） ７０，０００ 千円 ３ 人 

  うち施行令第１条の２第６号該当 ☆ ４５，０００ 千円 １ 人 

 取立委託（予定） ３０，０００ 千円 ５ 人 

  うち施行令第１条の２第６号該当 ☆ ０ 千円 ０ 人 

 債権譲渡（予定） ５０，０００ 千円 ４ 人 

  うち施行令第１条の２第６号該当 ☆ ０ 千円 ０ 人 

 その他（ 債権放棄           ） ４，２００ 千円 ２ 人 

  うち施行令第１条の２第６号該当 ☆ ０ 千円 ０ 人 

 

（記載上の注意） 

１ 「うち施行令第１条の２第６号該当」には、次に掲げる貸付けに係る残貸付債権の合計額及び 

  債務者数の合計数を記載すること。 

残貸付債権報告書記載例及び記載上の注意 

正しい様式は「２３」です。 

必ず確認して下さい。 

● 合 計：全体の残貸付債権（以下の各回収方針の合計）を記載して下さい。 

● 自主回収（予定）：基準日時点での自主回収額の残高を記載して下さい。 

● 取立委託（予定）：基準日時点での取立委託分の残高を記載して下さい。 

  （予定分を含む。予定分は「３. 取立委託の状況」の「委託予定」欄にも記載） 

● 債権譲渡（予定）：基準日時点でわかっている譲渡予定の残高があれば記載して下さい。 

  （本欄に記載した場合は「２. 債権譲渡の状況」の「譲渡予定」欄にも記載） 

  ※ 報告年度内に譲渡終了した債権については本欄に記載せず、 

   「２. 債権譲渡の状況」の「譲渡済」欄へのみ記載して下さい。 

● その他：上記以外の方針を予定している場合（実績ではない）具体的に記載して下さい。 

「うち施行令第１条の２第６号該当」とは、グループ会社間貸付のうち、貸金業に該当しない貸付

をさします。該当がある場合は、それぞれの残貸付債権につき内数として記載して下さい。 

 

詳細については貸金業法施行令第１条の２第６号をご参照ください。 

抹消時の登録番号：業者の識別のため必要ですので必ず記載して下さい。 

代表者印の押印は必須です。 

清算等により代表者印が存在しない場合は、別途お問い合わせ下さい。 

連絡先記載内容に変更があった場合には変更した旨の届出を書面にて提出して下さい 

（本手引き 表紙③をご参照ください）。 

連絡先：現在、回収を行っている場所、 

  連絡のつく連絡先を記載して下さい。 

報告書作成日を記載して下さい。 

報告書作成基準日（＝登録有効期間満了の日）時点の残貸付債権及び回収方針

をご記載下さい。 

残貸付債権がない場合は表紙①をご参照ください。 

本記載例の内容（金額・項目等）は、様々なパターンを集約して作成したものです。 

一般的な残債権の実態と必ずしも一致しない場合がありますがご了承下さい。 

基準日（＝登録有効期間満了の日）を記載して下さい。 

☆ 
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 ① 貸金業法施行令第１条の２第６号イに掲げるものとして、同号に規定する会社等が当該会社 

  等を含む同一の会社等の集団に属する他の会社等に対して行う貸付け 

 ② 貸金業法施行令第１条の２第６号ロに掲げるものとして、同号に規定する会社等を含む２以 

  上の会社等が共同で営利を目的とする事業を営むための契約に基づき他の会社等の経営を共同 

  して支配している場合において、当該会社等が当該他の会社等に対して行う貸付け 

 ③ 貸金業法施行令第１条の２第６号ハに掲げるものとして、同号に規定する会社等の同号ハに 

  規定する親会社等を含む２以上の会社等が共同で営利を目的とする事業を営むための契約に基 

  づき他の会社等の経営を共同して支配している場合において、当該会社等が当該他の会社等に 

  対して行う貸付け 

２ 債務者数には残貸付債権に対応する債務者の数を記載すること。 

３ 「その他（  ）」には、例えば債権放棄など具体的な方針を記載すること。 

 

２．債権譲渡の状況（登録有効期間満了前三ヶ月間に債権譲渡を行ったものを含む。） 

譲   渡   先 譲渡年月日 譲渡債権金額 

譲

渡

済 

（株）○○ファイナンス 

 ○○区××、XXXX-XXXX、債権回収業 
平成３０年１月２５日 １０，０００ 千円 

  千円 

譲

渡

予

定 

△△債権回収（株） 

 ×○区△○、XXXX-XXXX、債権回収業 
 （   ５０，０００ 千円） 

  （          千円） 

合       計  
１０，０００ 千円 

（   ５０，０００ 千円） 

（記載上の注意） 

１ 「譲渡先」は、貸付債権を譲り受けた者の商号、名称又は氏名、連絡先（住所、電話番号）及び 

 業種を記載すること。なお、貸金業者の場合は、登録番号を併記すること。 

２ 「譲渡年月日」には、同一者に複数回債権譲渡が行われた場合には、すべての譲渡年月日を記載 

 すること。 

３ 債権譲渡予定のものについては、（   ）内に債権譲渡予定金額を記入すること。 

４ 「譲渡債権金額」には、譲渡した貸付債権の元本債権額を記入すること。 

 

３．取立委託の状況 

委   託   先 委託年月日 委託債権金額 

委

託

済 

□□□（株）、△△県××市、YYY-YYY-YYYY、 

貸金業、△△県知事 第 OOOOO 号 
平成３０年１月２０日 １０，０００ 千円 

  千円 
委

託

予

定 

△△△（株）、□□県○○市、ZZZ-ZZZ-ZZZZ、 

貸金業、□□県知事 第 OOOOO 号 
 （   ２０，０００ 千円） 

  （          千円） 

合       計  
１０，０００ 千円 

（   ２０，０００ 千円） 

（記載上の注意） 

１ 「委託先」は、貸付債権の取立委託を受けた者の商号、名称又は氏名、連絡先（住所、電話番 

 号）及び業種を記載すること。なお、貸金業者の場合は、登録番号を併記すること。 

２ 「委託年月日」には、当初の委託年月日を記載すること。 

３ 取立委託予定のものについては、（   ）内に取立委託予定金額を記入すること。 

（①の一例）親会社と子会社で構成されるグループ会社間で行われる貸付 

 

（②の一例）貸付を行う会社が株主である合弁会社への貸付 

 

（③の一例）貸付を行う会社の親会社が株主である合弁会社への貸付 

 

  適用の有無については当該法令をご参照のうえ判断してください。 

「譲渡済」「譲渡予定」ともに、譲渡先には、商号・名称又は氏名、連絡先（住所。電話番号）、 

および業種を記載して下さい。貸金業者の場合は登録番号も併記して下さい。 

債権譲渡を行った場合（登録有効期間満了前 3 ヶ月間に債権譲渡を行ったものを含む。）、 

「譲渡済」の欄へ譲渡先、譲渡年月日、譲渡債権金額を記載して下さい。 

記載した場合は添付書類が必要です（書類の詳細は「５．添付書類」をご参照ください）。 

合計を忘れず記載して下さい（上段：譲渡済の合計、下段カッコ内：譲渡予定の合計）。 

「１．残貸付債権の状況及び債権回収方針」において 

「債権譲渡（予定）」の欄に記載した場合には、「譲渡予定」の欄へ 

譲渡先、譲渡債権金額を記載して下さい。 

「委託済」「委託予定」ともに、委託先には、商号・名称又は氏名、連絡先（住所。電話番号）、 

および業種を記載して下さい。貸金業者の場合は登録番号も併記して下さい。 

取立委託を行った場合、「委託済」の欄へ委託先、委託年月日、委託債権金額を記載して下さい。 

記載した場合は添付書類が必要です（書類の詳細は「５．添付書類」をご参照ください）。 

合計を忘れず記載して下さい（上段：委託済の合計、下段カッコ内：委託予定の合計）。 

「１．残貸付債権の状況及び債権回収方針」における残貸付のうち取立委託の予定が 

ある場合には、「委託予定」の欄へ委託先、委託債権金額を記載して下さい。 
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４．帳簿及び個人情報の取扱い 

（1） 帳簿の取扱い 

 □  保 存  □  債権譲渡先に引継ぎ 

 □  その他 （                                                      ） 

（具体的な措置状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 個人情報の取扱い 

 □  保 存  □  債権譲渡先に引継ぎ 

 □  その他 （                                                      ） 

（具体的な措置状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（記載上の注意） 

１ 該当する項目すべてについて□に✓をすること。 

２ 「具体的な措置状況」については、保存先や廃棄予定時期等を詳細に記載すること。 

 

 

５．添付書類 

（1） 債権譲渡契約書の写し、債務者への債権譲渡通知の雛形 

（2） 取立委託契約書の写し、債務者への取立委託通知の雛形 

（3） 法第 24条第 1項の規定による通知の写し 

  

記 載 必 須 

記 載 必 須 

✓ 

✓ 
＜ご注意＞ 
 

 貸金業者は、貸金業法第 19 条に基づく帳簿を貸付の契約ごとに 

 最終の返済期日または当該債権の消滅した日から 

 少なくとも 10 年間保存しなければなりません。 

（貸金業法施行規則 第 17 条） 

いずれかにチェック必須 

いずれかにチェック必須 

帳簿や個人情報をどのように保管しているか、実状をご報告いただく項目です。 

自由記載欄「具体的な措置状況」については必ずご記載をお願いします。 

 

＜例＞ 

 保存先（金庫、キャビネット、外部倉庫、等） 

 保存方法（紙、電子データ、等） 

 廃棄予定時期                   など 

債権譲渡、取立委託の報告があるにもかかわらず、添付書類がない場合は 

別途提出を求めることがあります。 

「２．債権譲渡の状況」で「譲渡済」に記載した場合 

以下の書類を添付して下さい（左記（1）および（3））。 

 ・ 債権譲渡契約書の写し 

 ・ 債務者への債権譲渡通知の雛形 

 ・ 貸金業法第 24 条第 1 項の規定による通知の写し 

「３．取立委託の状況」で「委託済」に記載した場合 

以下の書類を添付して下さい（左記（2））。 

 ・ 取立委託契約書の写し 

 ・ 債務者への取立委託通知の雛形 


